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 私は、2020 年 7 月に総務省の定期異動で料金サービス課長となりました。携帯電話の料

金低廉化に向けた取り組みは、総務省で一貫して取り組んでいるものであり、昨夏以降、

携帯電話料金が、政権の大きな政策の一つになっていたということもあり、本日はその辺

の経緯などを中心に説明したいと思います。 
携帯電話の普及台数が、人口の 1.5 倍を超える１億９千万で、まだ伸びている状況です。

こうした中、政府でここ数年特に議論になってきたのは、デフレになって、家計の収入が

そんなに増えない中で、携帯電話の通話料の負担が一貫して増えています。また、主要国

と言われる６か国で国際比較をすると、携帯電話のデータ通信料金が、少し高い水準にあ

ります。とりわけ、データ容量 20GB、いわゆる大容量の領域が議論になっております。こ

のテーマは非常に大きく注目を浴びておりますが、菅政権の誕生に伴って新しく課題とな

った訳ではなく、マーケットの中心が固定から移動に変わってきた 2000 年頃から、総務省

が政策上対処すべき、競争を促進していくための措置を進めていくべき対象と認識してお

ります。 
 

モバイル市場の適正化に関するこれまでの取組 
2000 年頃から、総務省では、モバイル市場に着目した様々なルール整備を幅広く進めて

きました。それには、大きく５つの柱があります。 
まず、接続料の適正化、固定通信の分野では、郵政省時代から取り組んできましたが、

モバイルの分野でも、接続のルールを強化してきています。次に、料金の適正化について

は、徐々に規制緩和をして、平成 16 年からは、小売料金については自由に設定できるよう

になりました。他方、ユーザーに対して不利益を生む行為や、競争制限性が高い行為に対

しては、事後的に業務改善命令により是正を求めていくというスキームに移行してきまし

た。加えて、端末販売の適正化、SIM ロックの解除、番号ポータビリティ等に、これまで

一貫して取り組んできました。 
最近は、端末販売の適正化と料金の適正化に関係して、2019 年 5 月に電気通信事業法の

改正を行いました。法律上、通信料金と端末代金を完全に分離する措置を導入し、通信料

金を原資としたキャッシュバックについて、一定程度是正を図る必要があるということで、

上限２万円までの利益の提供という規制を導入しました。また、過度な囲い込み措置を是

正していくために、条件を設定して、期間拘束は２年まで、違約金の上限は 1,000 円まで

というようにしました。 
こういった措置が実施されてきましたが、MNO３社がメインブランドで提供しているサ

ービスの料金は、非常に高い水準にありました。他方で、低・中容量プランにおいては、



サブブランドと呼ばれるメニューを中心に、それなりに安い水準で提供されているという

状況でした。低・中容量プランには、利用者としては選択肢が一応あって、大容量プラン

には、ほとんどその選択肢がないことになります。 
 

公正な競争環境の整備に向けたアクション・プラン 
2020 年 10 月には、これまでの路線に沿って、さらにできることを考え、アクション・

プランを公表しました。総務省として、モバイル料金の低廉化に向けて、何をするかを宣

言したものになります。基本的な考え方は、携帯電話は、もはや生活必需品となったため、

国際的に遜色ない水準の、料金なりサービスの実現が必要だということです。総務省は、

直接料金を設定することはできないので、あくまで公正な競争環境を整備して、価格競争

あるいはサービス競争を促すという方針です。 
アクション・プラン（図表 1）には「利用者の理解を助ける」、「多様で魅力的なサービス

を生み出す」、「乗り換えを手軽にする」と大きく３つの柱があり、これまでは２つ目と３

つ目の柱が中心でした。第１の柱については、新政権になってから力が入っています。料

金が非常に複雑でわかりにくいという声が多く、利用者の理解を助けることが必要だとい

うことで取り組んでいます。 

図表 1 

 
第２の柱では、MVMO にネットワークを貸す際の、いわゆる卸値となるような接続料、

あるいは音声卸料金の低廉化を図っております。また、周波数の有効利用の促進が熱いト

ピックとなっており、特にプラチナバンドの割り当て、あるいは再割り当てをどう考えて



いくかということを議論していきます。 
第３の柱では、利用者がより良い、より安いサービスに移るという行動がしやすくなれ

ばなるほど、市場全体に競争圧力がかかり、料金の引き下げ圧力にもなるだろうと考えて

おります。非常に複雑で、顧客が動きづらい措置がたくさんあり、これを是正してくださ

いということです。今後の進め方については、公正取引委員会と消費者庁と協力します。

以前からも両省庁とは、課長級で意見交換はしていましたが、今回は、二大臣会合を立ち

上げ、基本大臣レベル、実務は大体局長レベルで、かなり密な協力をしています。 
また、今後の周波数の割り当て、特に比較審査の際に、これらの取り組み状況を比較審

査項目として入れました。 
 

モバイル市場の適正化に関するこれまでの取組 
図表 2 が、アクション・プランの進捗状況を時系列で記載したもので、今後もこのスタ

ンスに則って実施します。たとえば、①は、消費者にわかりやすい説明ということです。

例えば、携帯業界だけが世の中とは違うニュアンスで「頭金」という言葉を使っていて、「頭

金」という言葉を使うこと自体までは否定しないものの、利用者に向けて、頭金ゼロ円と

いうようなことを強調して、誤解を招くような表示はやめてくださいということを去年の

11 月、総務省と消費者庁で、注意喚起を出しております。 

図表 2 

図表 2 の②は、通信料金と端末代金の分離によって、端末代金が上がる可能性があるた

め、中古端末の流通を後押ししていきたいと考えております。民間の取り組みとして、公

正な中古端末取扱事業者だということを認証する仕組みがあり、2020 年 11 月に４社が第



１号の認証事業者として認定されております。こういったものを総務省としても後押しし

ているということです。 
③は、先ほどの柱の三つ目にありました、乗り換えをするための様々な手続きを円滑化

するためにスイッチング円滑化タスクフォースを設置し、eSIM、あるいは SIM ロックの解

除、キャリアメールの持ち運び及び番号ポータビリティの円滑化を議論してきています。 
eSIM という、物理的な SIM カードを差し込むという形ではなく、オンラインで SIM を

ダウンロードできるという仕組みが、日本の MNO では実施されていませんでした。セキ

ュリティはきちっと確保した上で、利便性を高めるために eSIM の実現について議論してお

ります。また、MVNO もできるだけ同じタイミングで、サービスを提供できるよう協議を

進めるようお願いしています。 
SIM ロックについては、事業者と協議を長い間重ね、通信料金と端末代金を基本分ける

ということになってきた中で、ルールの原則を変えるよう整備を図りつつあります。顧客

側からすると、海外に行って SIM を取り換えても他の事業者のサービスが使えず、購入者

として利便性が損なわれています。また、通信市場全体の競争を制限する効果が明らかに

あるので、原則禁止とした上で、真に必要性がある場合に、最小限の手段でやってくださ

いというかたちで整備を図りつつあります。これまでのルールでは、SIM ロックがかかっ

ているという前提で、少しずつ外してもいい領域を広げてきました。今回は、基本はだめ

で、かけたいなら、なぜロックするのか、しかもなぜ SIM ロックじゃなきゃいけないのか、

というところをきちんとご説明ください、という形で、かなりケースが限定されるように

整備を図りつつあります。 
 「docomo.ne.jp」や「ezweb.ne.jp」といったキャリアメールを携帯電話番号と同様に持

ち運ぶ、キャリアを変わっても移行した先で使えるようにすることを実現するための議論

も行っています。キャリアメールの持ち運びを実現すべきかどうかを議論すると、利用者

は、絶対にやってくれという立場と、Gmail 等のフリーメールを基本のメールアドレスに

使っており必要ないという立場に白黒に分かれます。利用者アンケートをとると、受信だ

けで見ると、週１回以上使っている方が７割ぐらいいて、送信でも４割近くいるという結

果でした。この調査結果を踏まえると、一定のニーズがあるということで、ほぼコンセン

サスができつつあります。来年ぐらいのタイミングで実現されていくと思っています。 
図表 2 の⑥にも関連しますが、モバイルナンバーポータビリティ、いわゆる携帯番号の

持ち運びについては、2021 年 4 月 1 日にガイドラインの改正を施行予定です。これまでナ

ンバーポータビリティで徴収していた約 3,000 円の手数料を、一定の価格に抑えていただ

くガイドライン化をしました。web では基本ゼロ円、店頭では 1,000 円以下でやってくだ

さいとルール化したところ、全社とも、店頭も含めてゼロにしますということで、大きな

ルール作りになったと思っています。 
ナンバーポータビリティについては、ウェブにおける利用環境改善もあります。たとえ

ば新規加入は 24 時間受付で、MNP のウェブサイトは午前 9 時から午後 8 時までの受け付



けという設定がなされていたので、終日の対応をお願いしています。また、MNP を申し込

むと、いろんな過度な引き止め行為が行われてきたので、一切の引き止め行為を行わない

というガイドラインを整備しています。 
さらに一歩踏み出して、移転の際に、現在は加入先と移転先の２社と手続きをする必要

がある方式を、今後は移転先の事業者によってワンストップで手続き可能にするよう検討

しています。 
上の４つの取組は、乗り換えようとした時にかかる手間とか、費用とか、そういったバ

リアを低くして、お客さんが動きやすく、流動性を高めようとしています。それによって、

料金の低廉化、あるいはサービスの向上を図っていただきたいと思っています。 
当初は議論の予定になかったけれども出てきた課題が、解約ページの非表示の問題です。

Google 等の検索エンジンで、いわゆる解約ページを探しても表示されない設定がされてい

ました。これは、総務省が気づいた課題ではなく、ネットで指摘記事があって調査したと

ころ、２社で実施されており、それが解消されたということです。 
電波関係の取組として、図表 2 の④があります。電波は、MNO 各社が事業展開を行う上

でも、死活的に必要なもので、懇談会を立ち上げて議論しております。主な検討内容とし

て、デジタル変革時代の電波政策上の課題となっている「周波数有効利用の検証および割

当ての方策」がポイントです。特に楽天が参入してくる中で、既存の３社が保有している

プラチナバンドを再編してでも、業者に等しく割当てるべきではないかという提案がされ

ているということで、専門的に電波の再編も検討するチームを立ち上げて議論しておりま

す。 
⑤は、先ほども触れた二大臣会合で、総務省と公正取引委員会と消費者庁が一体となっ

て進めているものです。二大臣会合中で大きい話題となったのは、10 月以降発表された各

社の新しい料金プランへの移行、サブブランドで発表された新しい安い料金プランにメイ

ンブランドから移行しようとすると、いろんな手続き、あるいは手数料が課されるという

のがありました。これについては、各社に受け止めていただいて、是正される方向です。 
⑦については、利用者は乗り換えるために、各社のホームページ等を見て自分で理解し

て移行する必要があります。方法がわからないために移行しないユーザーも多いというこ

とで、そもそも携帯料金がどういう仕組みになっていて、自分の支払いがどうなっている

か確認しましょうという情報発信をするためのポータルサイトを 12月に暫定版で公表しま

した。手続きから入るのではなく、そもそも今いくら支払っているかという理解から始め

て、自分で見直していきましょうという案内をしております 
ポータルサイトを見ただけでは、自分がいくら払っているか、あるいは手続きがわから

ないという方もいらっしゃると思うので、スマホ乗換え相談所を、当面は総務省のパイロ

ット事業のようなかたちで令和３年度に実施していきます。 
⑧については、周波数の割当てで、我々が 1.7GHz 帯と呼んでいる 20MHz 幅のペアが、

東名阪以外の地域には割当てがなされておらず、割当てのプロセスに入っています。審査



項目として、アクション・プランの内容を踏まえた取組状況という項目を入れました。審

査は、大きく二つの段階を経ます。まず絶対審査で、必ずこれを満たしてもらわないと足

切りになります。その審査をクリアした事業者の中で、最後の１社を絞る時の審査項目と

しての比較審査の項目中に、アクション・プランの内容を踏まえた取組計画がより充実し

ているかどうか、例えば SIM ロックの解除というものを、どれだけ積極的にやっているか、

あるいは、eSIM の導入をどれぐらい積極的にやるかという計画を提出いただいて、それを

より一生懸命やる方に高得点をつけます。エリアカバー率とかそういうものにも配点はさ

れますが、公正競争につながるような取り組みにも、同じぐらいの配点をします（図表３）。 

図表３ 
そういった諸々の動きに対し、各社から様々な料金プランの新しい発表がなされ、料金

競争が本格的に動き始めていると思っています。特徴的には、大容量プランの 20GB のと

ころで、3,000 円を切るぐらいの料金水準で、20GB まで月々使えるというプランが立て続

けに発表されています。これまでの大容量プランには 8,000 円ぐらいのプランしかないと

いう状態から、各社が一斉に値下げを行ってきて、選択肢が広がってきていると思ってい

ます。 
図表 2 の⑨については、MVNO 各社は、原価の構造として、必ずネットワークの利用料

というものを MNO に払いますので、いわゆるデータ接続料と言われる MVNO が MNO に

支払うネットワーク使用料について、12 月から 2 月にかけて議論してきました。その結果、

データ接続料が、これまで図表４のように実線で下がってきており、また連続した点線で



示した将来予測値がありましたが、去年の計画値よりもさらに下がった点線での接続料を

設定しますという水準で、この 2 月に届出をいただいています。去年の時点で、3 社の平均

値で 2022 年までの 3 年間で半減して 26 万円になるという目標を立てていましたが、今年

の精査により、令和 3 年度から 26 万円を切る水準が達成されます。  

図表 4 

今後の取組 
最後に、今後のアクションについてご紹介します。総務省が開催している有識者による

「競争ルールの検証に関するワーキンググループ」では、改正電気通信事業法の効果、あ

るいは、市場への影響というものを毎年定点観測的に評価・検証しております。今年もこ

の検証作業が始まり、3 月の検証方針の提示から、個別課題の現状説明、各事業者のヒアリ

ング等も交えた市場分析を経て、夏ぐらいまでに報告書、あるいは提言をまとめていただ

くというスケジュールです。 
二つの柱で検証作業を行いたいと思っております。ひとつは、去年と同じように市場の

状況を評価するという、事業者からの報告やアンケート調査に基づく検証作業です。また、

様々な新しい安い料金プランについては、市場全体にどういう影響を与えているかという

ことも分析したいと思っています。 
さらに、そういった定点観測的な分析に加えて、今年、３つの点で議論を特に重点的に

行いたいと思っています（図表 5）。一つは、代理店のあり方や代理店に期待される役割を

正面から捉えて議論したいと思っています。携帯電話事業者の代理店は、基本は通信サー

ビスの契約窓口であり、携帯電話の販売の拠点ということで、利用者にとっては一番身近

にある物理的な拠点として、役割を果たされてきました。しかし、新型コロナウイルスが



流行して、社会全体として、物理的な接触は避けようということになってきています。 
業者自身が代理店での契約を前提としない、オンライン専用契約のプランというのを相

次いで出され、代理店に期待される役割が変化しているターニングポイントに来ているこ

とは間違いないと思っております。 

図表 5 

他方、政府全体としては、今後は行政手続きなども、可能な限りスマホに移行する等、

社会全体のデジタル化を進めていきます。その中で、手続きに慣れておらずに対応しきれ

ない方々も全国にいらっしゃいます。そして、そういった方々に対応する、あるいはサポ

ートする拠点の候補として、携帯ショップ、携帯販売代理店というのが、親和性が高く、

そうした役割をお願いできるのではという期待を持っています。実施する際に、何か課題

があるのか、解決すべき問題がないのかを議論していきたいと思っています。 
携帯電話の音声通話料金については、従量制の料金は非常に長らく高止まりして、3 分

120 円、30 秒で 20 円という料金です。これが業界全体として、もう 10 年以上ほとんど値

下がりがしていません。一部、中継を使ったアプリを使った安価なサービスも MVNO が提

供していますが、競争が十分に働いていないのではないかという議論がありますので、音

声通信市場についても議論してきたいと思っています。 
 
 携帯電話料金低廉化のための取り組みについて、これまでの取り組みから、現在、そし

て近い将来についてお話させていただきました。皆様のご参考となれば幸いです。 


